職員の退職手当に関する条例の改正（概要）

総務部人事局企画厚生課
■改正の理由

・雇用保険法の改正（雇用保険法等の一部を改正する法律（平成28年法律第17号。平成28年３月29日成立。平成29年１月１日等施行。））による失業等給付の給付内容の変更に伴い、高年齢求職者給付金、移転費等の失業等給付に相当する金額の退職手当を、65歳以後に新たに雇用されたる職員に対し支給することとする。
■改正の内容
(1) 高年齢求職者給付金、移転費等（65歳以後に新たに雇用された職員が退職し、求職活動をする場合に支給されるもの）に相当する金額を退職手当
　 として支給することとする。（第10条第５項、第６項及び第15項関係）
(2) 求職活動支援費（退職した職員が教育訓練を受講する場合等に支給されるもの）に相当する金額を退職手当として支給することとする。（第10条第
11項関係）
■施行期日
　・平成29年１月１日
（理由）　雇用保険法等の一部を改正する法律の施行日と合わせるため
■政策アセスメント・制度間調整

　・財政課及び人事委員会と調整済み
